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Ⅰ 市区町村用

１ 表 紙（指標部）

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部変更）

市町村合併による１市町村あたりの旧

市区町村が増加したことに対応するた

め、調査票番号を追加
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１ 表 紙（ＯＣＲ対応部）

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（変更なし）
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２ 各種制度の地域指定

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

市区町村が保有している行政記録情報

により把握
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３ 農地・森林の状況等

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部変更）

調査票の編成上、新旧市区町村別総土

地面積の調査項目と併記して一括把握

（ 12ページ参照）

（削除）

、「 」耕地面積については 耕地面積調査

で把握しているため削除

農振農用地内の耕地面積については、

平成 18年度から「農業資源調査 （全数」

調査）により毎年把握しているため削除
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３ 農地・森林の状況等（つづき （森林計画による森林面積））

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部変更）

林業普及指導事業交付金配分基礎に利

用されているため引き続き把握

2005年農林業センサスにおいて、独立
行政法人の数値については、 2000年セン
サスとの連続性を確保するため便宜的に

「林野庁以外の官庁」に含めていた。し

かし、独立行政法人、特殊法人及び国立

大学法人については、森林計画制度上の

取扱いは民有林となっていることから、

国有林の林野庁以外の官庁から民有林の

独立行政法人等に記入欄を変更（緑資源

機構の事業を引き継ぐ（独）森林総合研

究所も含む）

また、調査対象者の負担軽減を図るた

め前回値をプレプリント
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３ 農地・森林の状況等（つづき）

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

「面積の移動」の増加、減少及び「森

林計画に含まれていない森林面積」は、

「現況森林面積」を算定するための補助

的項目であり、項目の効率化を図るため

削除
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３ 農地・森林の状況等（つづき （現況森林面積））

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部変更）

地方交付税の算定単位に利用されてい

るため、引き続き把握

2005年農林業センサスにおいて、独立
行政法人の数値については、 2000年セン
サスとの連続性を確保するため便宜的に

「林野庁以外の官庁」に含めていた。し

かし、独立行政法人、特殊法人及び国立

大学法人については、森林計画制度上の

取扱いは民有林となっていることから、

国有林の林野庁以外の官庁から民有林の

独立行政法人等に記入欄を変更（緑資源

機構の事業を引き継ぐ（独）森林総合研

究所も含む）

また、調査対象者の負担軽減を図るた

め前回値をプレプリント
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３ 農地・森林の状況等（つづき （林野面積））

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部変更）

特定農山村地域の指定要件に利用され

ているため、引き続き把握

2005年農林業センサスにおいて、独立
行政法人の数値については、 2000年セン
サスとの連続性を確保するため便宜的に

「林野庁以外の官庁」に含めていた。し

かし、独立行政法人、特殊法人及び国立

大学法人については、森林計画制度上の

取扱いは民有林となっていることから、

国有林の林野庁以外の官庁から民有林の

独立行政法人等に記入欄を変更（緑資源

機構の事業を引き継ぐ（独）森林総合研

究所も含む）

また、調査対象者の負担軽減を図るた

め前回値をプレプリント
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３ 農地・森林の状況等（つづき）

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

林野庁の行政資料により把握されてい

ることから調査対象者の記入負担を考慮

し削除

（削除）

林野庁の行政資料により把握されてい

ることから調査対象者の記入負担を考慮

し削除

（削除）

林野庁の「森林組合一斉調査」により

把握されていることから調査対象者の記

入負担を考慮し削除
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４ 地域資源を活用した施設（産地直売所）

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

林野庁の行政資料により把握されてい

ることから調査対象者の記入負担を考慮

し削除

）（変更

「産地直売所」については、市区町村

で把握可能なため、農業集落用調査票か

ら市区町村用調査票での把握に変更

本調査項目は 「地産地消実態調査」、

（ ）の母集団情報として利用 20ページ参照
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５ 150日以上林業労働に雇われた人数
2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

調査手法の見直しから会社等の把握は

困難であり、農林業経営体調査において

把握することから削除
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６ 旧市区町村別の総土地面積・林野面積

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部追加）

振興山村地域、特定農山村地域の指定

要件に利用されているため、引き続き把

握

調査票の編成上、新市区町村の「総土

地面積」と「旧市区町村別の総土地面積

・林野面積」を統合
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農業集落用Ⅱ

１ 表 紙（指標部）

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（変更なし）
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１ 表 紙（ＯＣＲ対応部）

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（変更なし）
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２ 立地条件等

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

行政記録情報により把握

法制上の地域指定別分類の判定に利用

（削除）

「 」 、自然保護等の地域指定 については

法制上の地域指定と異なり分類の判定に

用いていないことから調査対象者の記入

負担を考慮し削除
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２ 立地条件等（つづき）

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部変更）

ＤＩＤの所要時間別分類の判定に利用

されており、継続して把握

調査対象者の負担軽減を図るためＤＩ

Ｄの中心地にある施設名をプレプリント
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３ 農業集落の概況

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（新設）

農村地域の再生・活性化に資するた

め、農業集落全体の居住戸数（世帯）の

把握及び農業集落内の農家数割合の状況把

握を図るため 「総戸数」を新たに把握、

（変更）

水田・畑作経営所得安定対策の物理的

特例算定基礎として利用されており、ま

た農業集落データの基本的項目として継

続して把握

田の耕地面積規模別分類及び水田率別

分類の判定に利用

「林野面積 「棚田 「谷地田 「ため」 」 」

池」及び「傾斜の程度 「か所数」に」、

ついては、行政資料により把握されてい

ることから調査対象者の記入負担を考慮

し削除

また、調査項目については前回値をプ

レプリント
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４ 地域資源の保全

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部削除）

農村地域の再生・活性化に資すること

及び農業集落機能把握のため、地域資源

の保全状況を引き続き把握

なお、調査対象者の負担軽減の観点か

ら地域資源の有無及び保全の有無別のみ

を把握

「棚田 「谷地田」は、行政資料によ」

り把握されていることから調査対象者の

記入負担を考慮し削除
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５ 地域資源の活用状況

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

交流事業に関わる項目として「農林業

経営体調査」において農家民宿、店や消

費者に直接販売（農産物の直送 、観光）

農園、体験農園等を項目としていること

から、調査対象者の記入負担を考慮し削

除
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５ 地域資源の活用状況（つづき）

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（変更）

「産地直売所」については、市区町村

で把握可能であるため、市区町村用での

調査に変更

それ以外の項目は、結果の出現頻度が

１ 程度またはそれ以下であり、調査の%

効率的実施の観点及び報告者を精通者に

特定することに伴い、報告が困難である

ため削除

（ 10ページ参照）
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６ 農業集落内での活動状況

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（新設）

農村地域の再生・活性化に資すること

及び農業集落機能把握のため、農業集落

としての農業生産に係る共同作業の活動

状況を目的に新たに把握
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６ 農業集落内での活動状況（つづき）

2010年世界農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（新設）

農村地域の再生・活性化に資すること

及び農業集落機能把握のため、農業集落

としての農業生産及び生活共同体として

の組織機能を新たに把握




